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伯耆町議会だより�第22号�

　平成22年３月26日に国会で成立した子ども手当は、満額であれば防衛費を超える巨額の支給とな

る、今の赤字財政の状況では、支給のためにすべて国債に依存する事になる。これは、子は孫の世

代にお金を借りて、今の親を支援するということに他ならず、このまま恒久的財源の目途が全くつ

いていない状況において、このままこの政策を続けていけば、国の財政は完全に破綻する。しかも、

子ども手当の政策目的は不明確であり、少子化対策や子育て支援の政策を考えるなら、現金給付よ

りも子育て環境の整備を整えるべきである。また、子ども手当の受給資格は国籍を問わず「日本国

内に住所を有する」となっている。これは、日本国に滞在する外国籍を有する人の子どもが本国に

居住していても支給される一方、海外赴任中の日本人は、たとえ日本国内に子どもが居住していて

も受給することができない。これは、大きな矛盾である。このような制度では、不正な制度利用の

危険性も大いにある。受給対象者は日本国籍を有する者と限定できなければ、この制度は廃止すべ

きである。以上、地方自治法第九十九条の規定により意見書を提出する。�

　平成22年６月25日�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県西伯郡伯耆町議会�

内閣総理大臣・総務大臣・財務大臣・厚生労働大臣・少子化担当大臣　様�

子ども手当の廃止を求める意見書�子ども手当の廃止を求める意見書�
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